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研究成果の概要（和文）： 

 

  2002 年に誕生した胡錦濤政権のもとにおける司法改革の状況について、調査研究した。 

 調査によって、1990 年代に進展した司法改革が、同政権のもとではほとんど進展せず、かえ

って後退した状況が確認された。研究成果では、その原因について初歩的な分析を加えた。 

 
研究成果の概要（英文）： 

 

 I researched about the status of judicial reform under the Hu-Qintao administration, 

which was born in 2002. I was confirmed the following facts by investigation. Judicial 

reform has progressed in the 1990s, but under the the Hu administration, without little 

progress, a step backward rather. The report was carried out rudimentary analysis about 

the causes of the recession 
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１．研究開始当初の背景 

 

 2002 年の中国共産党第 16 回大会は、前年
末にようやく実現した WTO 加盟を受けて、
諸外国から要請されていた法治主義の一層
の強化を実現するために、その一環として司
法改革に取り組む方針を明らかにした。ただ
し司法改革は、国外から強く要請されていた

だけでなく、国内にもそれ以上に深刻な必要
性が存在していたため、すでに 1990 年頃か
ら少しずつすすめられていた。 

本研究では、中国で現在展開されている司
法改革の実態を解明することにより、それが
法治主義の強化にとってどのような役割を
果たそうとしているのか、言い換えれば、そ
れは諸外国が期待するような方向での改革
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となっているのか、という点について検討す
る。 

 現在につながる一連の司法改革は、中国が
GATTへの加盟を決断した1992年に遡るが、
それが本格化したのは 1997 年に最高人民法
院が「第 1 次 5 カ年改革綱要（1999～2003

年）」を決定してからといえる。したがって
現在は「第 2 次 5 カ年改革綱要（2004～2008

年）」の最終段階にある。この改革が、それ
以前の歴史上の司法改革と大きく異なって
いるのは、それがたんに手続き的な改革にと
どまるのではなく、司法制度の構造改革を目
指している点にある。 

 中国は最高人民代表大会を頂点とする中
央集権体制を採用しており、三権分立は否定
している。だがそれと同時に、憲法は裁判機
関が独立して裁判権を行使することも認め
ている。三権分立の否定は、人民代表大会が
裁判機関に対して監督権をもつことに示さ
れている。したがって憲法の定めるところに
よれば、裁判機関は人民代表大会を除いては
いかなる機関の指導、関与も受けないはずだ
が、実際には党の指導に服している。これは
すべての国家機関に共通する関係であり、中
国ではこれを「党による一元的指導の原則」
と呼び、党規約に明記している。 

中国では法律の執行にかかわる機関を政
法機関と呼ぶが、国の政法機関を指導してい
るのは党の政法委員会である。政法委員会は
党の中央委員会だけでなく、各級地方党委員
会にも設置されており、各政法機関の党組書
記などによって構成されている。政法委員会
は裁判、検察機関を含む政法機関全体を指導
しており、中央の政法機関は中央政法委員会
に、地方の政法機関は各々の地方の政法委員
会に指導されている。政法委員会の裁判、検
察機関に対する指導は、他の国家機関とは異
なり、中央から地方へと上下の関係にあるの
ではなく、各地方政法委員会がそれぞれ担当
する地方の裁判、検察機関を指導するという、
地方主導の体制に特徴を有している。この体
制は、中国の裁判に地方保護主義の弊害を生
み出す根源になっているとして、国内でも強
く批判されている。 

地方保護主義とは、地元の国有企業、有力
者などが当事者となった民事、経済紛争など
で、地元側に有利な判決が下されることを指
している。この問題は 1980 年代から一貫し
て指摘されながら、今日に至るまで解消され
ないままにおかれている。地方保護主義は、
その延長線上に、地元側に不利な判決の強制
執行に法院が消極的になる「執行難」という
問題を抱えており、判決はただの紙切れに過
ぎないという批判は、民衆の根深い司法不信
をつのらせている。こうした地方保護主義を
温存させる権力構造は、同時に司法腐敗の源
泉でもあり、悪徳ブローカーのように暗躍す

る弁護士なども巻き込んで、腐敗を増殖させ
る原動力となっている。 

 また、地方党委員会が人事権を掌握してい
ることの弊害は、裁判官や検察官の人事が、
司法幹部としての能力を基準にするのでは
なく、党幹部としての能力を基準にする傾向
に表れていると指摘されている。党幹部とし
ての忠誠心は、党の指導を保障する証となる
が、それは裁判に対する党の介入をやりやす
くするという点において、地方保護主義を保
障する証ともなる。財政権が地方党委員会に
握られていることも、さらにこれを助長して
いる。 

 現在すすめられている改革の主なねらい
は、司法活動を地方党委員会が主導する体制
を改め、裁判、検察機関の独立性を保証する
体制に移行させるところにあるが、これは中
国における党・国家体制の構造改革につなが
る問題であるため、容易に進展が見られない。
しかし一方で、国内に高まる司法腐敗への不
満、司法不信は、各地に暴動を生み出す要因
ともなっており、これを放置しておくわけに
はいかない状況でもある。そこで党中央は
2003 年 5 月に中央司法改革指導小組を発足
させ、司法改革の指導に直接当たらせること
を決定した。この措置は、同時に中国の WTO

加盟に対応するものでもある。 

 

２．研究の目的 

 

1990 年代に WTO 加盟を目指した中国で
は、法制度の整備に合わせて、司法改革が一
定の成果を上げた。しかし、2002 年に成立
した胡錦濤政権のもとでは、それらの成果が
失われ、司法改革は大きく後退した。 

 司法改革がなぜ後退したのか、その後の中
国の司法体制はどのような方向へと進むの
かが、重大な関心事となった。 

 WTO 加盟にともなう外圧が消滅した中国
では、法制度における社会主義原則の見直し
が進行し、グローバル化一辺倒の方向性に修
正が試みられた。司法改革の見直しもその一
環にほかならず、政治制度における党の指導
性を重視する体制へのシフトが進んだ。 

 本研究では、胡錦濤政権時期の司法の実態
を調査し、司法改革が後退した要因とその後
の実態を分析し研究することを目的とした。 

 より具体的なテーマとしては、以上のよう
な司法改革の課題とその現状を踏まえ、裁判、
検察機関に対する党の指導のあり方につい
て、具体的にその実態を解明しようとするも
のである。訴訟案件の受理から判決の形成へ
至る過程で、どのように党の指導がおこなわ
れているかについて、裁判所内の訴訟規則を
手がかりに、具体的に解明していく。これら
の訴訟規則は多くの場合、地方ごとに作成さ
れているので、その解明にはこれらを広く収



 

 

集することが不可欠である。 

 また、裁判官、検察官の人事制度の面で、
これを党がどのように管理しているかにつ
いても、明らかにする。中国の人事制度は「党
管幹部制度」と呼ばれ、すべての公務員は党
によって管理されている。裁判官、検察官に
ついては、1995 年に法官法、検察官法が制
定されたのち、司法改革の進展に合わせてた
びたび改正されてきたが、これらの法改正が
実現した人事制度の改革が、党の指導のあり
方にどのような影響をもたらしているかに
ついても検討する。 

 これらの問題を中心に、2 つの「5 カ年改
革綱要」の間におこなわれた改革の成果を検
証し、その成果がもたらした新しい諸制度の
枠組みを明らかにすることと同時に、残され
た改革の課題と将来の可能性について検討
することが、本研究の課題である。 

 

３．研究の方法 

 

 中国の司法改革については、国内外での関
心が非常に高く、これに関する研究論文、著
作は数多い。いっぽうで、その実態に関する
調査研究には、政治的にナーバスな問題が含
まれているため、多くの困難があり、とりわ
け外国人研究者が直接に実態を調査するこ
とは不可能に近い。多くの場合、それは関係
者に対するインタビューとして実施される
のが一般的である。しかし中国国内の研究に
は、近年になってわずかではあるが、社会学
的な手法で実態を調査した文献も登場する
ようになっている。 

 本研究では、これら既存の研究資料を最大
限に利用しつつ、補足的に現地調査を実施す
ることにより、現時点において可能な限りで
の実態解明に努力した。 

 研究によって明らかにしようとした問題
の柱は、以下の 2 点である。 

１．司法改革にかんする方針、政策、および
その具体的な内容 

 これらは主として関係資料の収集を通じ
ておこなわれる。あわせて、その内容を確認
するため、関係機関に対してヒアリング調査
を実施する。 

２．司法改革の進展状況についての実態調査
（とりわけ地方の状況について） 

 上記の課題を実行するため、文献、資料の
収集にもとづく動向分析を基礎として、毎年
1～2回（各 1週間程度）の現地調査をおこな
い、実情の調査を実施した。 
 現地調査には、中国社会科学院法学研究所、
北京大学、中国人民大学、南開大学、司法部
など、中国の研究機関および研究者の協力を
得た。ヒアリングの対象として、各人民法院
の裁判官および弁護士に協力していただい
た。 

 
４．研究成果 
 
 研究の成果として確認できたのは以下の
点である。 
① 司法改革が後退した重要な要因は、党の
政法委員会についての人事方針が変更され
たことにある。 
② 社会騒乱の増大に対応するため、地方党
委員会を中心とする態勢が強化されたこと
により、裁判の紛争解決機能が制約され、司
法の独立性が著しく損なわれた。 
③ ただし、2010 年頃から①、②の問題に対
する見直しがおこなわれるようになり、①の
人事方針は再度変更されている。 
④ 以上の点については、政治改革に対する
取り組みが重要な要素となっており、ポスト
胡錦濤体制がどのような方針を打ち出すか
が、司法改革の方向性にも大きな変化が生ず
る可能性がある。 
 
 以上の結論を導く前提として、まず 1990
年代以降の司法改革の動向を踏まえておく
必要がある。 
 1990 年代に一定の成果を積み上げてきた
司法改革は、それらを整理して新しい制度構
築を実現するため、1999 年に最高人民法院が
「人民法院 5年改革綱要」を、2000 年に最高
人民検察院が「検察改革 3年実施意見」をそ
れぞれ作成し、具体的な改革の目標を設定し
てその実現に乗り出した。その成果の一部は
2001 年に、法官法および検察官法の改正とな
って表れている。 
両法の改正点のなかで最も注目されるの

は、法官および検察官ともに専門性が強く求
められるようになっていることである。任官
にあたっての学歴、職歴の条件が引き上げら
れ、さらに在職中の考査、再教育などを通じ
て能力検定を厳しくおこない、場合によって
は免職もあることが規定された。とりわけ重
要な意味を持つのは、院長、副院長について、
「法官またはその他法官の条件を備える者
の中から優秀な者を選ばなければならない」
と明記した点であろう。これは、各級の院長
が当該地方党委員会に設置されている政法
委員会の構成員であるという点が優先的に
配慮され、司法業務とは関係のない党委員会
幹部が任命される例が多い現状を改めよう
とするものである。1995 年の法官法制定のと
きに果たせなかった、院長を含めた法官の専
門職化、ないしは人事管理の主導権を地方党
委員会から最高人民法院に移す試みへの条
件づくりが、これらの規定には伏在していた。 
 もとより改革綱要が具体的に提示してい
る課題は多岐に及んでいるが、その中心は法
官の業務水準を引き上げ、法院内部での裁判
官の地位を確立することによって裁判官の



 

 

独立性を高め、その延長線上に党の指導、管
理からの自立化を見据えた点にある。これら
の改革が実現されてはじめて、真の意味での
裁判の独立を達成する条件が整うことにな
るであろう。 
 「人民法院 5 年改革綱要」はその後、「第 2
次人民法院 5 年改革綱要」（2004～2008 年）、
「第 3次人民法院 5年改革綱要」（2009～2013
年）へと引き継がれたが、2002 年に成立した
胡錦濤政権が後述のように方針を転換した
ため、第 3次の改革は制度改革より、管理シ
ステムの改善などに重点が移行することに
なった。 
 このような変化をもたらした原因には、い
くつかの問題がかかわっていると推測され
るが、そのうち最も重要と考えられるのは、
司法制度における党の指導体制である。 
 中国の司法関係機関、すなわち法院、検察
院、公安などは、すべて党の政法委員会とい
う機関によって指導されている。1990 年代以
降の政法委員会においては、その責任者を公
安機関の責任者が兼任していた体制から脱
却することが目指され、少なくとも中央およ
び省レベルではそれが実現していた。しかし、
2003 年の全国公安会議においてこの方針が
覆り、各地方の政法委員会書記が公安局長に
よって兼任される体制へと移行した。その結
果、中国の司法活動は公安主導の体制が確立
され、法院、検察院の独立性が失われること
になり、必然的に「裁判の独立」も失われて
しまった。 
 このような体制が構築されたのは、胡錦濤
政権が、「和諧社会」の実現を標榜して、社
会秩序の維持を最優先課題としたためであ
るが、しかし、このような強権的な体制が、
社会秩序の維持にとってかならずしも効果
的ではなく、かえって混乱の要因を自ら作り
出すものであることが、次第に明らかになっ
ていった。中国の経済発展は地域の再開発を
加速させ、農村における土地の収用、都市に
おける強制立ち退きなどの問題を急増させ
たが、こうした行政の措置に対する民衆の不
満も、急速に拡大し、高まっていった。 
とりわけ 2007 年に制定された物権法が、

市民の財産保護に明確な規定を設けた影響
を受けて、市民の権利意識が高まり、行政の
違法行為に対する反発、抵抗は、集団化する
とともに、暴力を含む強硬な手段の行使へと
発展していった。これに対抗するため、行政
はしばしば公安機関を動員して、ときには暴
力的な弾圧をおこなった。それを可能にした
のは、党委員会＝政法委員会＝公安という権
力の一体性であると考えられる。 
 2000 年代後半に、こうした市民の行政に対
する抗議行動が、大規模化するとともに過激
化したことにより、数千人規模の社会騒乱が
全国各地で急増するようになった。こうした

事態を受け、胡錦濤政権はようやく大公安体
制の見直しに着手した。2010 年 4 月に党中央
組織部は、省級の党政法委員会書記が同級公
安機関のトップを兼任する体制を廃止する
通知を出した。2011 年 8 月には、都市の治安
管理問題を担当してきた中央社会治安総合
管理委員会〔中央社会治安综合治理委员会〕
を、中央社会総合管理委員会〔中央社会管理
综合治理委员会〕に改称したが、同時に、公
安を中心とした旧委員会の体制から、社会管
理にかかわる関係機関がすべて参加する体
制へと移行した。胡錦濤政権の末期になって
実施されたこれらの改革は、まだ動き出した
ばかりで、どこまで進展するか不明であるが、
今後の動向が注目される。 
 一方、公安中心の指導体制が復活した影響
は、たちまち法院の裁判活動にも及んだ。「独
立した裁判権」は委縮し、自立的な判断が困
難になってしまったのである。その結果、多
少とも政治的な意味合いを持つような案件、
社会的な影響が大きな案件については訴訟
を受理しない、という驚くべき対応が取られ
るようになった。具体的な内容には各地方で
ばらつきがあるが、近年増加している農村土
地紛争、強制立退き、労働争議、環境汚染な
どの集団的〔群体性〕紛争（一方の訴訟当事
者が 10 人を超える紛争）などについては、
基本的に受理しないとの方針が高級人民法
院から通知されており、これらの紛争は司法
的な救済の道が閉ざされた状態に置かれて
いる。 
 法院としては、法にしたがって違法な行為
は違法と判断したいところだが、行政行為を
違法と判決することは非常に困難で、党委員
会の許可が必要である。党委員会の許可が得
られずに、仮に合法と判決することを求めら
れれば、法院としては立場がないことになっ
てしまう。そのような問題には、はじめから
かかわらないようにした方が良い、というの
が、こうした対応の考え方である。たとえば
山東省高級人民法院が 2006 年に通知した、
「新類型に属し、政治的に微妙で、疑わしい
案件の受理についての意見（試行）」は、「受
理後の執行がきわめて難しく、党委員会、政
府が処理した方が都合がよい案件は、受理し
なくともよい」と規定している。 
 法院が自らの責務を放棄し門戸を閉ざし
てしまった結果、行き場を失ったこれらの紛
争は、場合によっては直接的な救済を求める
行動へと発展するほかない。2010 年頃から各
地で続発する大規模な社会的騒乱は、法院の
こうした対応が助長しているといっても過
言ではないであろう。 
 これらの研究成果の一部は、すでに公表さ
れた成果のなかに反映されているが、全体を
まとめた報告書を準備中である。 
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